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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ディスク状の媒体上にユーザデータ領域とコントロールデータ領域とが形成され、当該
ディスクに対して相対的に移動するエネルギービームの照射によって情報が記録される、
または記録された情報が再生される情報記録媒体であって，
　前記ユーザデータ領域の最内周部に属する位置１および最外周部に属する位置２につい
て、前記位置１における前記情報記録媒体の記録特性により定まる最高線速度（V1max）
と同最低線速度（V1min）、及び前記位置２における前記情報記録媒体の記録特性により
定まる最高線速度（V2max）と同最低線速度（V2min）のデータが、前記情報記録媒体上の
所定位置に記録されたことを特徴とする情報記録媒体。
【請求項２】
　前記位置１の前記記録媒体の中心からの半径をr1，前記位置２の前記記録媒体の中心か
らの半径をr2とし，r1＜r2であり，かつ，
V1max＜V2max，あるいは
V1min＜V2min
の少なくともいずれかを満たすことを特徴とする請求項１に記載の情報記録媒体。
【請求項３】
　前記位置１の前記記録媒体の中心からの半径をr1，前記位置２の前記記録媒体の中心か
らの半径をr2とし，r1＜r2であり，かつ，V1min／r1≦V2max／r2を満たすことを特徴とす
る請求項２に記載の情報記録媒体。



(2) JP 4186770 B2 2008.11.26

10

20

30

40

50

【請求項４】
　更に、V1max＜V2minを満たすことを特徴とする請求項２に記載の情報記録媒体。
【請求項５】
　前記位置（１，２）での最高線速度及び最低線速度に対応した記録再生条件の一部を少
なくとも所定位置に記録したことを特徴とする請求項１に記載の情報記録媒体。
【請求項６】
　ディスク状の媒体上にユーザデータ領域とコントロールデータ領域とが形成され、当該
ディスクに対して相対的に移動するエネルギービームの照射によって情報が記録される、
または記録された情報が再生される情報記録媒体を用いた情報記録ないし情報再生方法に
おいて、　
　前記情報記録媒体として、
　前記ユーザデータ領域の最内周部に属する位置１における前記情報記録媒体の記録特性
により定まる記録時の最高線速度（V1max）と同最低線速度（V1min）、及び、
　前記ユーザデータ領域の最外周部に属する位置２における前記情報記録媒体の記録特性
により定まる記録時の最高線速度（V2max）と同最低線速度（V2min）のデータが、当該情
報記録媒体上の所定位置に記録された情報記録媒体を用い，
　情報の記録または再生に先立って，前記データを再生し，前記位置１での線速度がV1ma
xとV1minの間に収まるようにエネルギービームの相対移動速度を制御し，かつ，前記位置
２での線速度がV1maxとV2minの間に収まるようにエネルギービームの相対移動速度を制御
することを特徴とする情報記録ないし情報再生方法。
【請求項７】
　前記相対移動速度の制御を、前記情報記録媒体の回転速度の制御によって行うことを特
徴とする請求項６に記載の情報記録ないし情報再生方法。
【請求項８】
　前記位置１，前記位置２以外の位置の線速度は、V1minとV2min同士、V1maxとV2max同士
の間の線形補間で求めることを特徴とする請求項６記載の情報記録ないし情報再生方法。
【請求項９】
　前記情報記録媒体には、反射膜が設けられ、
　前記反射膜の膜厚は、前記情報記録媒体の内周側から外周側にかけて薄くされており、
　前記媒体を、ＣＡＶ方式により回転制御することを特徴とする情報記録ないし情報再生
方法。
【請求項１０】
　前記情報記録媒体の内周側をＣＡＶ方式で、外周側をＣＬＶ方式で、回転制御すること
を特徴とする請求項６記載の情報記録ないし情報再生方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は，エネルギービームを用いて高速に記録再生を行う高速情報記録システム，と
くに，エネルギービームの相対移動速度が記録媒体上の位置によって異なり，かつ，媒体
が取り外し可能である，可換型円盤状記録媒体に適用され、情報記録媒体、媒体の制御方
法、情報の記録または再生方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来の光記録装置の一例を図３および図５を用いて説明する。図３は従来の光記録再生
装置のブロック図を示したものである。ヘッド2の一部であるレーザ光源25（ＤＶＤ－Ｒ
ＡＭでは波長約660nm）から出射された光はコリメータレンズ24を通してほぼ平行な光ビ
ーム22へとコリメートされる。光ビーム22は光ディスク11上に，対物レンズ23を通して照
射され，スポット21を形成する，その後，ビームスプリッタ28やホログラム素子29などを
通してサー用検出器26や信号検出器27へと導かれる。各検出器からの信号は加算・減算処
理されトラッキング誤差信号やフォーカス誤差信号などのサーボ信号となりサーボ回路に
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入力される。サーボ回路は得られたトラッキング誤差信号やフォーカス誤差信号を元に，
対物レンズアクチュエータ31や光ヘッド2全体の位置を制御し，光スポット21の位置を目
的の記録・再生領域に位置づける。検出器27の加算信号は信号再生ブロック41へ入力され
る。入力信号は信号処理回路によってフィルタ処理，周波数等化処理後，デジタル化処理
される。デジタル処理されたデジタル信号はアドレス検出回路および復調回路によって処
理される。アドレス検出回路によって検出されたアドレス信号を元にマイクロプロセッサ
は光スポット21の光ディスク11上での位置を算出し，自動位置制御手段を制御することに
よって光ヘッド2及び光スポット21を目的の記録単位領域（セクタ）へと位置づける。
【０００３】
　上位装置からのマイクロプロセッサへの指示が記録の場合には，マイクロプロセッサは
上位装置から記録データを受け取りメモリへ格納するとともに，自動位置制御手段を制御
して,光スポット21を目的の記録領域の位置へ位置づける。マイクロプロセッサは信号再
生ブロック４１からのアドレス信号によって，光スポットが正常に記録領域に位置づけら
れたことを確認した後，レーザドライバ等を制御して目的の記録領域にメモリ内のデータ
を記録する。
【０００４】
　このような光記録装置に，光ディスク媒体が挿入された場合，光ディスク装置は，まず
，媒体上の特定領域（ＤＶＤではユーザ領域よりも内周のリードイン部）に予め記録され
ている媒体制御情報（コントロールデータ）を読み出す。コントロールデータの中から，
媒体の記録線速度や記録パワー，記録パルス幅などの波形情報を抽出し，このコントロー
ルデータに記載されている線速度情報をもとに，回転数を制御し，実際のデータの記録再
生を行う。
【０００５】
　従来の光ディスクのコントロールデータに記載されている線速度は，最高線速度(Vmax)
，通常線速度，最低線速度(Vmin)などが記載されている。たとえば，DVD+RW媒体において
は最低線速度が3.49m/s，最大線速度8.55m/sと記載されている。この媒体は，この線速度
範囲で使用が可能であるため，図５に示したように回転数一定のＣＡＶ（Constant Angul
ar Velocity）制御によって記録を行うことが可能である。図５にはＣＡＶ制御の場合の
線速度201を半径位置に対して示している。ユーザデー領域の半径は，24mmから58.75mmで
ある。図のように，ユーザデータ領域内での線速度がVmaxとVmin間に収まるようにＣＡＶ
制御が可能である。この場合回転数を1389rpmで制御することにより，半径24mmの線速度
が3.49m/s，半径58.75mmでの線速度が8.55m/sとなるように制御することができる。
【０００６】
　この記録媒体においては，ＣＡＶ制御以外にもＣＬＶ(Constant Linear Velocity)制御
が可能である。この場合も，線速度がVmaxとVminの間に収まるように回転数を制御する。
【０００７】
　例えば、特開2003-059053号には、ＣＡＶ記録の相変化型媒体について、最低記録可能
線速度と最高記録可能線速度の情報を、媒体に記録することが記載されている。また、特
開平07-073470号には、第１の線速度で情報が記録される第１の領域と、第２の線速度で
情報が記録される第２の領域を有する媒体について記載されている。
【０００８】
【特許文献１】特開2003-059053号
【０００９】
【特許文献２】特開平07-073470号
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　しかしながら，光ディスクの記録速度をより高速化しようとした場合，従来のコントロ
ールデータの記録方法では，ディスク内周部での線速度が非常に大きくなってしまい実現
が困難に成る問題があった。図７に示したように，CLV制御時には内周での回転数が非常
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に大きくなるが，高速回転では遠心力により装置が振動して騒音を発したり，最悪の場合
は遠心力によりディスクが破損したりしてしまう恐れがあり，内周部での高線速度での試
験・検証ができないといった課題があった。また，内周での回転数を大きくできないため
ＤＶＤの８倍速以上の高速化にはＣＡＶ制御が必須となるが，ＣＡＶ制御には対応する線
速度の範囲を広げる必要があり，広い線速度範囲への対応をディスク全面にわたって実現
するために媒体の開発・製造コストが向上してしまうといった問題があった。
【００１１】
　本願の目的は、互換性が確実に確保され，安価に製造することの可能な高速記録媒体を
提供するものである。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　本発明の目的を達成するため以下の手段を用いた。
（１）同心円状あるいはスパイラル上の情報トラックを少なくとも有し，該トラック上を
相対的に移動するエネルギービームの照射によって情報を記録する円板状情報記録媒体で
あって，前記情報記録媒体の異なる位置（1，2）において、前記位置1での最高線速度（V
1max）と最低線速度（V1min）、及び前記位置2での最高線速度（V2max）と最低線速度（V
2min）のデータを、前記情報記録媒体上の所定位置に予め記録した。
【００１３】
　このように所定位置に最高線速度と最低線速度の情報をもとに，ディスクの特性に合っ
たビーム移動の線速度と成るように，ディスクの回転を制御することが容易になる。従っ
て，媒体を複数の記録再生装置で交換して用いる場合でも，媒体の特性に合った記録条件
で制御するのが容易なるため，記録情報の互換製が向上する。また，ディスクの回転を制
御できるため、高速記録対応媒体の高速記録評価（出荷時検査など）をディスク内周部で
行うことができる。
（２）前記媒体上の所定位置として媒体制御情報を予め記録するコントロールデータゾー
ンとした。このように，線速度の情報をコントロールデータに記載しておくことにより，
媒体製造者が，媒体の特性合わせて線速度情報を記録することができるとともに，媒体出
荷後に情報が誤って消去されてしまったりする心配がない。通常コントロールデータ情報
はエンボスピットなどの形で，媒体製造時に媒体基板に作りこまれるため，情報の喪失の
心配がない。しかしながら，追記媒体など用途によってはコントロールデータ情報を装置
上で書き込めるようにしているシステムもある。この場合でも，媒体製造者が，記録再生
装置に伝えるべき媒体制御情報は，ウォブルグルーブなどより媒体物理情報として提供さ
れるのが一般的であり，その場合は，この媒体制御情報領域に，上記線速度情報を記載す
るのが望ましい。いずれにしても，媒体製造者のみに使用が許されている情報領域を用い
るのがよい。また，必ずしも物理的に「再生専用」である必要はなく，Disc Information
 Zoneなどの書換え領域を使用あるいは併用しても，同様の効果がえられる。
（３）前記位置１の円盤状記録媒体の中心からの半径をr1，前記位置２の円盤状記録媒体
の中心からの半径をr2とし，r1＜r2であり，かつ，
V1max＜V2max，あるいは
V1min＜V2min
の少なくともいずれかを満たすようにした。即ち，内周側の最低線速度あるいは最高線速
度のいずれかが，外周側のそれらより小さくなるようにした。
【００１４】
　これにより，特に高速に記録再生を行った際に，内周側では，外周側と比べて同一の線
速度を得るための回転速度が高くなってしまうため，内周側高速回転が困難になってしま
うという問題を回避することができ，高速記録に適す。特に回転数一定のCAV（Constant 
Angular Velocity）制御を実現することが容易になる。
（４）前記位置１の円盤状記録媒体の中心からの半径をr1，前記位置２の円盤状記録媒体
の中心からの半径をr2とし，r1＜r2であり，かつ，V1min／r1≦V2max／r2　を満たすよう
にした。
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【００１５】
　内周側での最低回転数はV1min/r1/2π，外周側の最高回転数はV2ｍax/r2/2πで表せる
ため，上記関係式は内周側の最低回転数が外周側の最高回転数と同じかあるいは小さいこ
とを表す。従って，上記関係式を満たす線速度条件が記録されている記録媒体では内周か
ら外周まで回転数一定のCAV制御が可能となる。CAV制御は，常に回転数を一定にできるた
め，回転速度変動によるエネルギーロスがなく，高速化が容易であるという利点をもつ。
（５）V1max＜V2minを満たすことした。これにより，内周の線速度が外周の線速度よりも
常に小さくなるため，線速度一定のCLV（Constant linear Velocity）制御ができない。
すなわち，CAV制御専用の媒体を提供することができ，異なる記録装置でも常に同一の記
録制御モードで記録されることになるためで記録再生互換製を向上させることができる。
（６）位置（１，２）での最高線速度，最低線速度に対応した記録再生条件の一部を，線
速度情報とともに媒体上所定位置に予め記録した。記録条件とは，記録パワーやパルス幅
などである。
【００１６】
　記録条件を内周／外周それぞれ線速度別に記載することにより，内周部と外周部で特性
の異なる媒体を提供することができる。たとえば，外周部の方が内周部よりも記録感度の
高い媒体を作製することも可能であり，このような媒体により，外周で線速度の大きくな
るCAV記録制御においても，外周部の記録パワーの増加を抑えることが可能なり，高速記
録再生に適する。
【００１７】
　また，ディスク内周とディスク外周の間の記録特性の差を補償した記録制御が可能に成
るため，記録信号品質の信頼性が向上する。
（７）情報トラックを少なくとも有し，該トラック情報を相対的に移動するエネルギービ
ームの照射によって情報を記録する情報記録媒体であって，前記情報記録媒体の異なる位
置（１，２）で、前記位置１での最高線速度（V1max）と最低線速度（V1min）、及び前記
位置２での最高線速度（V2max）と最低線速度（V2min）のデータを、前記情報記録媒体上
の所定位置に記録した情報記録媒体を用い，少なくとも情報の記録に先立って，該記録媒
体上の所定位置に記録された線速度情報を再生し，前記位置１での線速度がV1maxとV1min
の間に収まるようにエネルギービームの相対移動速度を制御し，かつ，前記位置２での線
速度がV1maxとV2minの間に収まるようにエネルギービームの相対移動速度を制御するよう
にした。
【００１８】
　このように媒体上に記載された線速度情報に従った制御を行うことにより，媒体製造者
が想定した記録条件で記録が可能となるため，安定した品質の記録が可能となる。従って
，記録信号品質，即ち，記録情報の信頼性が向上するととも，複数の装置間で互換製が向
上する。
（８）前記相対移動速度の制御を情報記録媒体の回転速度の制御によって行うことにした
。これにより，容易に線速度の制御ができる。
（９）情報記録回転速度の制御方法として，回転数一定のＣＡＶ制御，線速度一定のＣＬ
Ｖ制御あるいはその組み合わせによって行い，いずれの制御方法を用いるかを，前記の媒
体所定位置に記録された，最高線速度と最低線速度の情報を再生した結果に基づいて判断
することとした。
【００１９】
　これにより，媒体と装置の組み合わせで得られる最高の記録再生性能を常に提供するこ
とが可能となる。また，アプリケーションやユーザの要望によって，複数の記録制御モー
ドを選択して用いることも可能であるが，この場合にも，媒体に記載された最高線速度と
最低線速度の範囲を超えないよう計算して制御するのがよい。
【発明の効果】
【００２０】
　高速記録対応媒体に対して，媒体製造者が意図した記録条件で記録再生を行うことが可
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能となるため，記録信号の品質が安定するとともに，複数の装置間での互換製が向上する
。
【実施例１】
【００２１】
　図１は本実施例の記録媒体１の記録領域を模式的に示したものである。円板状記録媒体
のユーザデータ領域110に属する最内周部111及び最外周部112に対する最高線速度及び最
低線速度がユーザ領域のさらに内側のリードイン部に位置するコントロールデータ領域12
1に記載されている。この，コントロールデータの記録内容の一部を図８に示す。図８は
，コントロールデータ情報のうち線速度に関する情報が記載されている部分を抜き出した
ものである。
【００２２】
　ＲＰＢは相対バイト位置を表す。各項目は１バイト即ち８ビットで表される。RBP=0か
らRBP=2には最内周の最低線速度に関する情報が記載される。RBP=0には最低線速度V1max
（m/s）の値を１０倍した値が符号なし整数で記載されている。例えば，12.3m/sは123即
ち7Bhと記載される。RBP=1にはV1minでの記録パワーPv1min(mW)の値を同様に１０倍した
値が符号なし整数で記載される。また，RBP=2には最内周の線速度V1minでの記録パルス調
整幅ΔＴv1minをその速度でのチャネルクロック周期Ｔｗで除算して，さらに１０倍した
値が符号付整数で記載される。RBP=3からRBP=5，RBP=6からRBP=8，RBP=9からRBP=11には
，最内周の最高線速度V1maxに関する情報，最外周の最低線速度V2minに関する情報，最外
周の最高線速度V2maxに関する情報が同様のフォーマットにて記載されている。本実施例
では，V1min=5m/s,　V1max=10m/s, V2min=8m/s,V2max=15m/sが線速度として実際に記録さ
れている。なお，コントロールデータには線速度に関連する情報の他，ディスクの種別（
記録型，再生専用など），ディスクの大きさ（１２０ｍｍ，８０ｍｍなど）や，記録密度
，記録領域のアドレス情報などが記載されている。本実施例の媒体では最内周の半径は24
mm最外周の半径は58mmでこの情報自体もコントロールデータに記載されている。本媒体に
記載された最高・最低線速度とユーザデータ領域の関係を図２に示す。図中，黒丸、黒三
角は最内周部での最高，最低線速度、白丸、白三角は、最外周部での最高，最低線速度を
それぞれ表している。本実施例の媒体では，CAV制御とCLV制御のいずれも可能である。CA
V制御の場合の線速度の半径位置依存性を図中201に,CAV制御の場合の線速度の半径位置依
存性を図中202に示した。ＣＡＶ制御時には回転数一定であるので，線速度は半径と比例
する。この図でのCAVの回転速度は2387rpmであり，このときの線速度は最内周で6m/s，最
外周で14.5m/sである。またCLVの場合は，線速度を9m/sに制御し，最内周の回転数は3581
rpm，最外周の回転数は1482rpmである。図５に示したCLV，CAVの制御条件以外でも，CAV
の場合最内周の線速度が5m/sと最低線速度になる，1989rpmの条件から最外周の線速度が1
5m/sになる2470rpmまでの範囲でCAV制御が可能である。また，CLV制御の場合，最外周の
最低線速度である8m/sから最内周の最高線速度である10m/sの間での制御が可能である。
【００２３】
　この場合，CAV制御の場合，回転速度が2000rpm前後と比較的低回転数に抑えられている
が，データ転送速度を決める線速度は最外周で12～15m/sと高速に維持されている。一方C
LV制御の場合，線速度が8～10m/sと中間的な速度に維持されているが，内周部の回転数は
3500rpm前後と比較的高速となる。
【００２４】
　従って，内周部でのパフォーマンスを優先する場合は，CLV制御，外周部での高速性と
低消費電力性を重視する場合にはCAVと切り変えて使うことができる。また，内周部での
高速性と外周部での個高速性を両立するためには，後の実施例（図１１）のようにをCLV
とCAVを組み合わせて用いることもできる。アプリケーション（AV用／データ用）や使用
環境（モバイル／デスクトップ）に応じて最適なモードを選んで使用することが可能であ
る。
【００２５】
　本実施例の媒体の記録線速度に対する再生信号品質（ジッタ）の依存性を図６に示す。
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内周部の特性211と外周部の特性212にはずれが生じている。このずれは，ディスク製造時
の製造装置内でディスクが自公転していることに起因するもので，内周部と外周部での製
造装置内の移動速度の差に起因して，内外周で特性差が生じている。本実施例では，この
特性差を予め考慮して，内周部では低線速度時にジッタ特性がよく，外周部では高線速度
時にジッタ特性がよくなるように製造した。内周部では５m/s以下から12m/sまで，外周部
では7m/sから１５ｍ/s以上までの範囲でジッタが９％以下と良好な特性を示しているが，
コントロールデータに記載された最高・最低線速度の範囲は，上記ジッタが良好な範囲に
含まれる。即ち，コントロールデータに記載された最高・最低線速度の範囲は十分なマー
ジンをもって記録再生が可能であることを示している。
【００２６】
　線速度に関連して記載されているのは記録パワーと記録パルス幅制御情報は，記録時の
媒体の推奨レーザ波形を示す。記録波形は図１０に示した波形である。記録すべきNRZI信
号221の長さnTに対し記録波形はパルス状に制御され，パルスの数が，NRZIの長さに対し
１つ少ないn-1型のマルチパルス波形である。記録パルス調整幅ΔTは記録パルス幅のTw/2
からの増減で表される。
【００２７】
　図１３は内外周の最高・最低線速度での記録パワーとジッタの関係を示したものである
。線速度によって最適記録パワーが異なっており，各々の線速度条件でジッタが最小に記
録パワーコントロールデータに記載した。
【００２８】
　なお，本記録媒体は，波長405nm,NA0.85での記録再生用に設計された，相変化書換型媒
体であり，トラックピッチ0.32μｍ,ビットピッチは0.12μｍである。従って，CAV制御で
の最外周部最高線速度である15m/sはデータ転送速度125Mbps（15m/s÷0.12μm）に相当し
，CAV記録での高速データ転送を実現している。
【実施例２】
【００２９】
　本発明の光記録装置の一例を，図１４を用いて説明する。
【００３０】
　図１４は本発明の光記録装置のブロック図を示したものである。ヘッド２の一部である
レーザ光源25（波長約４０５nm）から出射された光はコリメータレンズ24を通してほぼ平
行な光ビーム22へとコリメートされる。光ビーム22は光ディスク11上に，対物レンズ23を
通して照射され，スポット21を形成する，その後，ビームスプリッタ28やホログラム素子
29などを通してサーボ用検出器26や信号検出器27へと導かれる。各検出器からの信号は加
算・減算処理されトラッキング誤差信号やフォーカス誤差信号などのサーボ信号となりサ
ーボ回路に入力される。サーボ回路は得られたトラッキング誤差信号やフォーカス誤差信
号を元に，対物レンズ31や光ヘッド2全体の位置を制御し，光スポット21の位置を目的の
記録・再生領域に位置づける。検出器27の加算信号は信号再生ブロック41へ入力される。
入力信号は信号処理回路42によってフィルタ処理，周波数等化処理後，デジタル化処理さ
れる。デジタル処理されたデジタル信号は復調回路43によって処理される。検出器27から
の差動出力より得られるにウォブル信号からアドレス検出回路45によってアドレス情報が
得られるが，アドレス検出の信頼性向上のため，和信号から得られる記録情報再生信号を
併用している。
【００３１】
　ディスクが挿入されたり，光記録システムの電源が投入されたりすると，まず，光記録
システムは，媒体の種別を判別する処理を行う。本発明のシステムは青色光源に対応した
高速高密度記録媒体に加えてＣＤやＤＶＤの記録／再生機能を有している。そのため，光
記録システムは，まず始めに媒体種別の判別処理を行い，その媒体が上記のどれであるか
を判別する。判別処理のし方は個々のシステムによって異なるが，本実施例においては，
反射率およびフォーカス誤差信号などの再生信号のアナログ特性から媒体の種別をおおよ
そ判定しゲインなどを制御した後，光スポットを，ディスク基板上に設けられた媒体物理
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情報保持領域（コントロールデータ）を再生し，その内容（データ）によって媒体の種別
を最終的に判断する。このとき，本発明の媒体が挿入されていた場合には，コントロール
データ内から線速度情報を得て，まず，線速度関連情報をメモリ52に格納する。マイクロ
プロセッサ51は格納された線速度情報より，記録可能な回転制御モード（CLV/CAV）を判
断し制御する。複数のモード記録制御が可能と判断された場合には，ホスト（アプリケー
ション）からのコマンドにより，制御モードを選択するか，あるいはホストからの指示が
ない場合には，デフォルトの優先制御モードで動作する。優先モードはハーフハイト機種
ではパフォーマンス優先のCLV／CAV混在制御，モバイルでの使用が想定されるスリム機種
では低消費電力のCAV制御である。
各制御モードでの種々の半径位置種々の線速度に対する記録パワーと記録パルス幅などの
記録条件のパラメタは，コントロールデータに記載されている値から線系補間により求め
る。線形補間は実際には２ステップの計算で行う。第１に内外周の最高線速度同士，内外
周の最低線速度同士の間の条件線形補間で求め，第２に中間半径位置の記録を第１のステ
ップで求めた最低・最高線速度の条件より線形補間により求める。もちろん，第１と第２
のステップを逆にして計算を行っても同様の結果が得られる。コントロールデータの情報
をそのまま用いるのではなく，コントロールデータの情報を初期値として，学習させても
良い。
【実施例３】
【００３２】
　図９は本発明の別の実施例の記録媒体の断面模式図を示したものである。この媒体は，
波長650nmのNA0.6のDVD系書換え型媒体である。基板131上に誘電体膜132，相変化記録膜1
33，誘電体膜134，金属反射膜135が順に積層され，紫外線硬化樹脂136によって貼り合せ
基板137と接着されている。金属反射膜135の厚さは内周部ほど厚く，外周部ほど薄くなる
ように製造されている。このように外周部と内周部で膜厚を変えて製造する方法の一例を
図１２に示す。スパッタターゲット151から放出されるスパッタ粒子153は遮蔽版152を通
して基板141に付着する。このとき基板141の内周部分に穴をあけた遮蔽板152を介してス
パッタすることにより，内周部分では粒子が厚く積層されるが，外周部分では薄くなる。
【００３３】
　この媒体の内外周での記録特性を測定したところ，内周では線速度10m/sから20m/sまで
，外周部では25m/sから45m/sまでの範囲で良好な記録特性を示すことがわかった。この媒
体では，内周の線速度範囲と比べて外周の線速度範囲が非常に高速側にシフトしており，
内周側の線速度範囲と外周の線速度範囲に重なりがない。
【００３４】
　このように内周部では低線速度で記録特性が良好で外周では高線速度で記録特性が良好
になる理由は以下のように説明される。内周部では，金属反射膜の厚さが厚いため，熱容
量が大きく記録感度悪くなるとともに，金属膜を通した熱拡散の速度が早くなり，そのた
め高パワーレーザ光を低線速度で比較的長時間照射することにより，高速熱拡散による急
冷却効果とバランスして良好な特性が得られる。一方，外周部においては，金属膜の厚さ
が薄いため，熱容量が小さく記録感度良くなるとともに，金属膜を通した熱拡散の速度が
遅くなり，そのため低パワーのレーザ光を高線速度で比較的短時間照射して，記録媒体に
加える熱量を急激に変化させることで良好な特性が得られる。実施例１の記録媒体では，
図１３に示したように，記録速度が大きくなると最適記録パワーが大きくなっていたが，
本実施例の媒体では，記録速度の小さい内周部分と記録速度の大きい外周部分ではほとん
ど記録パワーに差がなかった。
【００３５】
　本実施例の記録媒体の内外周の対応線速度範囲とＣＡＶによる線速度制御方法を図４に
示した。図中に示したＣＡＶ制御時の線速度201の条件は，回転数5800rpmの場合のもので
，最内周の線速度は約14.6m/s,最外周の線速度は約35.3ｍ/sである。ＤＶＤの１倍速の線
速度は約3.5m/sであるので，この速度は内周で約４倍速、外周で約１０倍速に相当する。
【００３６】
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　内周側の線速度範囲と外周の線速度範囲に重なりがないため，ＣＬＶ制御による記録再
生できないが，超高速記録再生には内周部での回転数の制限からいずれにしてもＣＬＶに
よる制御はできないため，本実施例の記録媒体を用いても，実際上ＣＬＶ／ＣＡＶ兼用媒
体と比べた性能上のデメリットはなく，むしろ比較的に簡単にＣＡＶといった広い対応線
速範囲を必要とする方式に適用可能な媒体を製造することができるため，コストや互換性
の点でむしろ優れる。
【実施例４】
【００３７】
　図１１は，本発明の別の実施例の記録媒体の対応線速度の範囲を示したものである。本
実施例の媒体は，青色レーザ対応高速記録媒体であり，波長４０５nm，ＮＡ０．６５に対
応している。
【００３８】
　対応線速度範囲は，内周では線速度10m/sから20m/sまで，外周部では25m/sから45m/sま
でであり，この情報がコントロールデータ部に記載されている。この媒体では，内外周の
線速度範囲がオーバラップしていないためＣＬＶ制御は不可であり，また，内周の最低線
速度／半径が外周の最高線速度／半径よりも大きいため，ＣＡＶ制御も不可能である。こ
のような媒体に対しては，図１１に示したＣＬＶ／ＣＡＶ混在制御を用いる。この例では
，半径24mmから半径35mm内周部側では，ディスク回転数を6800rpmにしたＣＡＶ制御を行
う。図中204はこの回転数で仮に回転させたときの，半径と線速度の関係を示しており，
外周での最高線速度を超えてしまうため，外周部ではこの方法での制御はできない。そこ
で，本実施例では，半径35mm以上の領域は線速度25m/sのＣＬＶ制御とした。内周・外周
ともに最高線速度と最低線速度の間で記録再生を行うことが可能となる。本方式の別の制
御方法としては，半径42mmまでを回転数6800rpmのＣＡＶ制御とする方法がある。この場
合，半径42mmより外側では線速30ｍ/sのＣＬＶ制御となる。なお，本発明のCLV/CAV混在
方式は実施例１や３のような媒体に用いることも可能である。その場合，たとえば，内周
側スピンドルの限界回転数のCAVとし，外周側を媒体の「最外周の最高線速度」のCLVとな
るように制御することにより，最大のパフォーマンス（転送速度）が得られる。

【００３９】
　なお，本発明の効果は上記実施例に限られるものではない。書換え型媒体以外にも追記
型媒体でも，記録線速度の対応範囲に物理メカニズムに起因する限界があるため，本発明
の適用により同様の効果が得られることはゆうまでもない。
【００４０】
　また，記録条件としてコントロールデータの情報をそのまま用いるのではなく，コント
ロールデータの情報を初期値として学習制御により最適条件を求めて良い。さらにその値
を用いて，中間条件を補間により求める方法を用いると，簡便でかつ，高精度の記録制御
が可能となる。
【００４１】
　また，線速度範囲を記録しておく，コントロール情報部は必ずしも再生専用型である必
要はなく，媒体製造者が製造後にディスクの対応線速度範囲を測定し，その結果に応じて
，対応線速度範囲を記録する様にしてもよい。また，媒体製造者ではなく，装置自身が，
媒体の対応線速度範囲を初回起動時の記録学習によって求め，ドライブＩＤとともに記録
媒体上のDisc Information Zone（DIZ）に記録しておき，後に同一メディアが挿入された
際にＤＩＺに記録された情報をもとに，回転制御を行うようにしてもよい。
【産業上の利用可能性】
【００４２】
　本願は、情報記録媒体、回転の制御方法、情報記録または／及び再生方法に利用できる
。
【図面の簡単な説明】
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【００４３】
【図１】本発明の記録媒体の記録領域の配置を示す図。
【図２】本発明の一実施例の記録媒体の記録線速度範囲と記録制御方法の例を示す図。
【図３】従来の装置の一実施例のブロック図。
【図４】本発明の一実施例の記録媒体の記録線速度範囲と記録制御方法の例を示す図。
【図５】従来の記録媒体の記録線速度範囲と記録制御方法の例を示す図。
【図６】本発明の一実施例の記録媒体の記録再生特性を示す図。
【図７】ＣＬＶ制御の回転数と半径位置の関係を説明する図。
【図８】本発明の記録媒体の媒体制御情報の一部を示す図。
【図９】本発明の一実施例の記録媒体の断面模式図。
【図１０】本発明の一実施例の記録波形を示す図。
【図１１】本発明の一実施例の記録媒体の記録線速度範囲と記録制御方法の例を示す図。
【図１２】本発明の一実施例の記録媒体の製造方法を示す図。
【図１３】本発明の一実施例の記録媒体の記録再生特性を示す図。
【図１４】本発明の一実施例の記録装置のブロック図。
【符号の説明】
【００４４】
1，11…光ディスク，2…光ヘッド，21…光スポット，22…光ビーム，23…対物レンズ，24
…コリメタ－レンズ，25…レーザ，26…検出器，27…検出器，28…ビームスプリッタ，29
…ホログラム素子，31…レンズアクチュエータ，41…信号再生ブロック，42…信号処理回
路，43…復調回路，45…アドレス検出回路，51…マイクロプロセッサ，52…メモリ，110
…ユーザ記録領域，111…ユーザ記録領域の最内周部，112…ユーザ記録領域の最外周部，
121…コントロールデータ領域，131…基板，132…誘電体膜，133…記録膜，134…誘電体
膜，135…金属反射膜，136…樹脂，137…貼り合せ基板，141…基板，151…スパッタター
ゲット，152…遮蔽版，153…スパッタ粒子，201…ＣＡＶ制御時の線速度，202…ＣＬＶ制
御時の線速度，203…ＣＬＶ／ＣＡＶ混在制御の場合の線速度，204…回転数一定の場合の
線速度，211…内周部の記録特性，212…外周部の記録特性，221…ＮＲＺＩ記録データ。
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